
証券コード９９２７
平成30年６月11日

　

株 主 各 位

神奈川県横浜市旭区鶴ヶ峰本町一丁目27番13号

代表取締役社長 清 水 一 郷
　

第42回 定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第42回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月27日（水曜日）午後
７時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
　

記
　

1. 日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時
2. 場 所 神奈川県横浜市西区南幸２丁目16番地28

ホテル・ザ・ノット ヨコハマ（旧横浜国際ホテル）
２階 キング＆クイーン
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3. 目的事項
報 告 事 項 第42期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告

及び計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 株式併合の件
第３号議案 当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）導入の件
第４号議案 取締役４名選任の件
第５号議案 補欠監査役１名選任の件

　
4. 招集に当たっての決定事項
　◎代理人による議決権行使

代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代
理人として株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明す
る書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

◎本株主総会招集通知に掲載しております株主総会参考書類、事業報告、計算書類
を修正する場合の周知方法
株主総会参考書類、事業報告、計算書類に記載すべき事項を修正する必要が生じ
た場合は、修正後の事項を当社ホームページhttp://www.wattmann.co.jpに掲載い
たしますのでご了承ください。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（お願い）当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ

いますようお願い申し上げます。
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(添付書類)
事 業 報 告

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

1. 会社の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

当事業年度における我が国経済は、政府・日銀による経済政策や金融政策によ

り、設備投資や企業収益の緩やかな拡大が継続しているものの、個人消費は依然

として低調に推移しております。

このような状況のもと、当社は事業拡大と黒字化の両立を当事業年度の至上命題

と位置付けており、急速に変化する市場環境に適合すべく、成長のための体制づ

くりとマネジメント力の強化を積極的にすすめるとともに、収益の改善に努めて

まいりました。

また前事業年度に引続き、売場の強化、買取強化、ネット事業の拡大、店舗の生

産性向上、人材マネジメントの確立、及び新規出店等による企業成長を目指して

おります。

具体的な営業政策面では、取扱ジャンルの拡大、店頭での積極的な買取に加えて

ネット買取強化等、仕入経路を強化拡大し、良品在庫の増大に努めてまいりまし

た。また、適宜の売価変更と売場への継続的な商品供給を行い商品鮮度を維持す

るとともに、お客様目線の売場づくりを進め、お客様の購買意欲を高め、売上高

の増加と売上総利益額の向上に努めてまいりました。更に生産性向上施策による

効率化、低コスト化により、営業利益額・率の向上を目指しました。

店舗政策面では、当事業年度におきましては、前事業年度末と同じく19事業所44

店舗となっております。新店舗の開店はありませんでしたが、ネットによる買

取・販売強化と良品在庫の拡大のための拠点として横浜市瀬谷区に物流倉庫を開

設いたしました。

以上の結果、当事業年度の売上高は、前年同期と比べ２億34百万円（7.1％）増

収の35億50百万円となりました。これは既存店は前事業年度をほぼ維持し13百万

円(0.4%)減収、開閉店の売上は、新店の寄与により２億47百万円(105.9%)増収と

なったものです。営業利益は、前事業年度と比べ１億83百万円増益の１億84百万

円となりました。これは増収により売上総利益が前事業年度と比べて１億３百万

円増益の23億20百万円を計上する一方、販売費及び一般管理費は生産性向上によ

る人件費の減少等により前事業年度と比べて79百万円(3.6%)減少の21億35百万円

となった事によるものであります。経常利益は、前事業年度と比べ１億79百万円

増益の１億89百万円となりました。当期純利益は前事業年度と比べ２億55百万円

増益の１億70百万円となりました。
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品目別売上高

期 別

品目

前事業年度（第41期） 当事業年度（第42期）
前年同期比

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

千円 ％ 千円 ％ ％

電 化 製 品 等 682,004 20.6 752,019 21.2 10.3

服 飾 等 1,296,555 39.1 1,422,704 40.1 9.7

パ ッ ケ ー ジ メ デ ィ ア 972,295 29.3 959,269 27.0 △1.3

そ の 他 365,218 11.0 416,180 11.7 14.0

合 計 3,316,075 100.0 3,550,174 100.0 7.1

　 (電化製品等)

　新店およびネット販売の寄与により、売上高は７億52百万円と前事業年度と

比べ70百万円（10.3％）の増収となりました。売上総利益は、４億80百万円と

前事業年度と比べ44百万円（10.1％）の増益となりました。

　 (服飾等)

　新店およびネット販売の寄与により、売上高は14億22百万円と前事業年度と

比べ１億26百万円（9.7％）の増収となりました。売上総利益は、９億10百万円

と前事業年度と比べ39百万円（4.5％）の増益となりました。

　 (パッケージメディア)

　新店の寄与があったものの既存店減収となったため、売上高は９億59百万円

と前事業年度と比べ13百万円（1.3％）の減収となりました。売上総利益は、６

億13百万円と前事業年度と比べ17百万円（2.8％）の減益となりました。

　(2) 設備投資等の状況

　当事業年度に実施した設備投資の総額は２百万円であります。その主なものは、

横浜市瀬谷区の物流倉庫の車両運搬具１百万円です。
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　(3) 資金調達の状況

　当期においては、長期運転資金の目的で、長期借入金50百万円を調達いたしま

した。

　(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　 該当事項はありません。

　(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

　 該当事項はありません。

(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　 該当事項はありません。

　(7) 他の会社の株式その他持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　 該当事項はありません。

　(8) 財産及び損益の状況の推移

期 別

項 目

第 39 期
平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで

第 40 期
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

第 41 期
平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで

第 42 期
( 当 事 業 年 度 )
平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

売 上 高 (千円) 2,896,407 3,137,632 3,316,075 3,550,174

経 常 利 益 (千円) 57,003 22,739 9,788 189,443

当期純利益又は純損失(△) (千円) 36,645 △11,468 △84,827 170,488

１株当たり当期純利益又は純損失(△) (円) 3.35 △1.04 △7.75 15.58

総 資 産 (千円) 2,668,807 2,692,093 3,086,174 3,197,179

純 資 産 (千円) 2,168,573 2,121,281 2,020,405 2,169,310
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　(9) 対処すべき課題

当社は平成25年６月１日より新ブランド「Super Recycle Shop WATTMANN」（ス

ーパーリサイクルショップ ワットマン）としてリユース事業を再スタートいたし

ました。当社は規模拡大と利益体質の維持を重要課題と考えており、そのために

以下の課題に取り組んでまいります。

① 買い取りと商品化力を強化するとともに売価変更を適宜に行い、お客様に

魅力ある新鮮な商品と豊富な品揃えを提供してまいります。

② リユース事業のレベルアップと利益率向上のため、マニュアルの充実等に

よる従業員の人材育成（マネジメント力の強化）を集中的に実施してまい

ります。

③ 現状のオペレーションを徹底的に見直し、作業分担の明確化を図り人的生

産性向上によるローコスト経営を目指してまいります。

④ 企業成長の源泉となる事業所の新設を進めるとともに、新設事業所の経営

効率を高め、投資回収を強力に進めてまいります。

⑤ 営業政策面の課題解決をスピーディかつ徹底的に実行してまいります。

(10) 重要な親会社及び子会社

　 該当事項はありません。

(11) 主要な事業内容 （平成30年３月31日現在）

　当社は、神奈川県に展開している店舗において、リユース商品を中心に販売し

ております。主要な事業形態は、ワットマンテック業態・ワットマンスタイル業

態・ブックオフ業態としております。主な販売品目は、次のとおりであります。

ワットマンテック業態…パソコン・テレビ・冷蔵庫・楽器など家電製品

ワットマンスタイル業態…洋服、バッグなどの服飾雑貨・貴金属・ギフト商品など

ブ ッ ク オ フ 業 態…書籍、ビデオ、ＣＤ、ゲームソフト、ＤＶＤ
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(12) 事 業 所 （平成30年３月31日現在）

　 ① 本 社 神奈川県横浜市旭区鶴ヶ峰本町一丁目27番13号

　 ② 店 舗 神 奈 川 県

ワ ッ ト マ ン テ ッ ク梶 ヶ 谷 店 ワ ッ ト マ ン テ ッ ク鎌 倉 手 広 店

ワ ッ ト マ ン テ ッ ク横 浜 鶴 ヶ 峰 店 ワ ッ ト マ ン テ ッ ク横須賀堀ノ内店

ワ ッ ト マ ン テ ッ ク横 須 賀 佐 原 店 ワ ッ ト マ ン テ ッ ク横 浜 朝 比 奈 店

ワ ッ ト マ ン テ ッ ク座 間 店 ワ ッ ト マ ン テ ッ ク藤 沢 石 川 店

ワ ッ ト マ ン テ ッ ク新 丸 子 店 ワ ッ ト マ ン テ ッ ク平 塚 梅 屋 店

ワ ッ ト マ ン テ ッ ク横須賀中央プライム店 ワ ッ ト マ ン テ ッ ク横 浜 本 郷 台 店

ワ ッ ト マ ン テ ッ ク逗 子 久 木 店 ワ ッ ト マ ン テ ッ ク二 宮 店

ワ ッ ト マ ン テ ッ クPAT 綾 瀬 店 ワ ッ ト マ ン テ ッ ク相 模 原 中 央 店

ワ ッ ト マ ン テ ッ ク横 浜 権 太 坂 店 ワ ッ ト マ ン テ ッ クサクラス戸塚店

　

ワットマンスタイル梶 ヶ 谷 店 ワットマンスタイル座 間 店

ワットマンスタイル鎌 倉 手 広 店 ワットマンスタイル横 浜 鶴 ヶ 峰 店

ワットマンスタイル横須賀堀ノ内店 ワットマンスタイル横 須 賀 佐 原 店

ワットマンスタイル横 浜 朝 比 奈 店 ワットマンスタイル藤 沢 石 川 店

ワットマンスタイル新 丸 子 店 ワットマンスタイル平 塚 梅 屋 店

ワットマンスタイル横須賀中央プライム店 ワットマンスタイル横 浜 本 郷 台 店

ワットマンスタイル逗 子 久 木 店 ワットマンスタイル二 宮 店

ワットマンスタイルPAT 綾 瀬 店 ワットマンスタイル相 模 原 中 央 店

ワットマンスタイル横 浜 権 太 坂 店 ワットマンスタイルサクラス戸塚店

　

ブ ッ ク オ フ横 浜 鶴 ヶ 峰 店 ブ ッ ク オ フ横須賀堀ノ内店

ブ ッ ク オ フ横 浜 朝 比 奈 店 ブ ッ ク オ フ鎌 倉 手 広 店

ブ ッ ク オ フ

ブ ッ ク オ フ

横 浜 本 郷 台 店

逗 子 久 木 店

ブ ッ ク オ フ

ブ ッ ク オ フ

横 須 賀 中 央 店

横 須 賀 佐 原 店

計44店

　 ③ 物流センター 神奈川県横浜市瀬谷区
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(13) 主要な借入先 （平成30年３月31日現在）

借 入 先 借入金残高
百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 162

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 161

株 式 会 社 横 浜 銀 行 158

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 80

(14) 従業員の状況 （平成30年３月31日現在）

従 業 員 数 前期末比増加数 平 均 年 令 平均勤続年数

名 名 才 年

74 △13 37.5 10.4

(注) 上記従業員には臨時従業員365名は含んでおりません。

2. 会社の株式に関する事項 （平成30年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 24,000,000株

(2) 発行済株式の総数 11,368,541株（自己株式432,534株を含む。）

(3) 株主数 　 790名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

株 式 会 社 ハ ー ド オ フ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 1,611 14.7

川 畑 泰 史 1,000 9.1

清 水 一 郷 749 6.9

田 中 玲 子 665 6.1

田 中 和 雄 541 4.9

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 519 4.7

渡 邉 未 来 439 4.0

堀 内 裕 紀 431 3.9

清 水 と も 子 407 3.7

川 畑 遥 400 3.7

（注） 1. 当社は、自己株式432,534株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。
2. 持株比率は、自己株式432,534株を控除して計算しております。
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3. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 清 水 一 郷

取 締 役 副 社 長 川 畑 泰 史 経営戦略室長管理本部本部長

常 務 取 締 役 小 松 創 営業本部本部長

取 締 役 清 水 とも子 内部監査室 室長

常 勤 監 査 役 田 中 和 雄 　

監 査 役 七 松 優 七松公認会計士税理士事務所

監 査 役 浅 尾 慶一郎 前衆議院議員

（注） 1. 平成29年６月29日開催の第41回定時株主総会において、田中和雄氏は監査役に選任され就
任いたしました。

2. 平成29年６月29日開催の第41回定時株主総会終結の時をもって、本間直之氏は監査役を辞
任いたしました。

3. 監査役七松優氏及び浅尾慶一郎氏は、社外監査役であります。
4. 監査役七松優氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。
5. 監査役七松優氏は、東京証券取引所規則に定める独立役員として同取引所に届け出ており

ます。

　(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は社外役員全員と会社法第427条第１項の賠償責任を限定する契約を締結し

ており、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であり

ます。

　(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

　 取締役 ５名 42,800千円

　 監査役 ４名 6,275千円 （うち社外監査役３名4,475千円）

　(4) 社外役員等に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

　 ② 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
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　 ③ 当事業年度における主な活動状況

監査役七松優氏は取締役会に100％出席し、主に公認会計士としての専門的

見地から発言を行っております。また、監査役会へ100％出席し、議案審議等

必要な発言を行っております。

監査役浅尾慶一郎氏は取締役会に87.5%出席し、主に国会議員経験者として

の見地から発言を行っております。また、監査役会へ87.5%出席し、議案審議

等必要な発言を行っております。

　 ④ 社外取締役を置くことが相当でない理由

経営監督を強化するための社外取締役の候補者の選定には企業経営への理

解に加えて、当社が属するリユース事業に関する知見と、当社経営者からの

独立性を有する必要があります。これらの要件を満たす方の選定にはいたっ

ておりません。

適任者でない方を社外取締役として選任した場合、当社経営の機動性を害

するばかりか取締役会に期待される機能が果たされない可能性があり、相当

でないため社外取締役を置いておりません。

4. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称 　 新日本有限責任監査法人

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 当事業年度に係る報酬等の額 17,000千円

　 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 17,000千円
（注） 1. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」

を踏まえ、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬
額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報
酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第1項の
同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておりませんので、当事業年度に係る報酬
等の額にはこれらの合計額で記載しております。

　(3) 非監査業務の内容

　 該当事項はありません。
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　(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合には、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　なお、監査役会は会計監査人の継続監査年数等を勘案しまして、再任若しくは

不再任の決定を行います。

　(5) 責任限定契約の内容の概要

　 該当事項はありません。

5. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

当社は、平成18年５月19日開催の取締役会において内部統制システム構築の基

本方針を決定し、平成27年５月15日開催の取締役会にて一部改定いたしました。

　その内容及び運用状況の概要は以下の通りであります。

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

当社は、取締役および使用人を含めた行動規範として「企業行動規範」を定

め、その周知徹底を図るとともに、取締役および使用人は、自らが主体的に法

令、定款、社会的規範等を遵守し業務の遂行に当たります。

当社は、取締役及び使用人の責任の明確化、権限行使の適正化を図るため、

取締役会規則、職務権限規定その他の社内規定を整備します 。

当社の監査役は、法令に定める取締役会への出席のほか、コンプライアンス

の観点から各事業グループ主催の会議・報告会等へ出席し、必要かつ有効な助

言・アドバイスを行っております。

また、必要に応じて監査役は、取締役・使用人から報告を受けるとともに、

会計監査人に対し監査に関する報告を求めております。

このほか、内部監査を担当する内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、業

務のモニタリング等を実施し、コンプライアンスの実効性を確保いたします。
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(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

当社は、「取締役会規程」・「稟議規程」等に基づき、取締役の業務執行に係る

事項を、取締役会または稟議手続をもって、その重要性の度合に応じて決議ま

たは決裁し、記録を残しております。

取締役会議事録には、取締役の業務の執行状況を明確にするため、上程者ま

たは報告者の氏名を明記するとともに、決議事項における賛否の状況、発言が

あった場合の内容を記載しております。

取締役会議事録・稟議書・決算に関する計算書類・重要な契約書等、取締役

の職務の執行に係る重要書類については、各法令で定める期間保管するものと

し、監査役会からの閲覧の要請に備えるものとしております。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

業務執行に伴い発生する可能性のある各種リスクのうち、発生可能性、重要

性に鑑み、財務リスク、事務リスク、法務リスク、システムリスク、事故災害

リスクなどについては、取締役を長とする全社横断的なリスク管理統括部署等

を設置し、会社全体のリスク管理方針の策定を行っております。また、個別の

リスクマネジメントの実施については、リスクの内容に応じて各担当リスク管

理部署が、規程・マニュアルの策定および指導・助言を行っております。

また内部監査室の内部監査をとおして、リスク情報の収集と適切な対応を行

っています。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社の取締役会は、４名の取締役により構成され、定例取締役会のほか、必

要に応じて臨時取締役会を開催し、法定事項や経営に関する重要事項を決定す

るとともに、取締役の職務執行状況を監督する体制をとっております。

当社の監査役会は、社外監査役２名を含む３名(常勤１名、非常勤２名)で構

成しており、各監査役は、監査役会で策定した監査計画に基づき、取締役会を

はじめとする主要会議に出席するとともに代表取締役との定期的会合をもち、

取締役の職務執行を充分に監査できる体制をとっております。

(5) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

現在、監査役の職務を補助すべき使用人については、おりませんが必要に応

じて、監査役の業務補助のため監査役スタッフを内部監査室より配置すること

とします。

監査役の職務を補助すべき使用人に対する指揮命令に関し、取締役以下補助

使用人の属する組織の上長の指揮命令を受けないこととします。

当該補助使用人の人事に関する事項の決定に関しては監査役の同意を得るこ

ととします。

また、監査役の職務を補助すべき使用人の監査に係る指示の実効性を確保す

るための社内体制整備を行います。
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(6) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する体制

当社の取締役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社監査役

に報告するための手続を整備し、監査役が必要とする情報を適宜提供すること

とします。

取締役、その他の使用人の監査役、監査役会への情報提供を理由とした不利

益な取扱を一切行わないこととします。

なお、取締役は以下の事項を報告すべき事項としております。

①会社に著しい損害をおよぼすおそれのある事実を発見したときは、その事

実

②取締役会決議により委任を受けた事項を決定したときは、当該決定に関す

る事項

(7) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、取締役会や経営会議等の重要会議に出席し、決議または報告事項

につき意見を述べることとしております。また、すべての稟議書を検閲し、必

要の都度、担当者からの説明・意見を求めております。

なお、監査役は、当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人から会計

監査の内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図っ

ております。

当社は監査役が弁護士、公認会計士、コンサルタントその他外部アドバイザ

ーを任用するときなどの必要な監査費用を認めるものとします。

(8) 反社会的勢力排除に向けた体制

当社は、「企業行動規範」において、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会

的勢力および団体に対し、毅然とした態度で臨むことを定め、不当要求等に対

しては、警察等の外部機関との連携を図り、組織的な対応を行う体制をとって

おります。

(9) 業務の適正を確保するための体制の運用状況

①取締役会規則に則り取締役会を８回開催し、会社の職務執行の決定、取締役

の職務執行の監視・監督を実施しました。

②取締役会は経営目標・予算を策定し実績管理を実施しました。

③代表取締役社長は取締役会に委任された会社の業務執行を決定し、取締役会

の決議に従い職務を執行しました。

④監査役会は監査役会規程に則り監査役会を８回開催し、取締役の職務執行の

監督を実施しました。

⑤監査役は取締役会に出席し決議または報告事項につき意見を述べ、取締役の

職務執行の監督を実施しました。

⑥監査役は必要に応じ社内の文書を閲覧し、担当者からの説明を受けて、取締
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役の職務執行と内部統制システムの運用状況の監督を実施しました。

⑦監査役会は法令定款に則り会計監査人から報告を受け、会計監査人の監査の

方法と結果を評価し、選解任の決定を行いました。

⑧エリア長会議を月１回実施し取締役及び従業員が法令・定款等を遵守するこ

とを徹底しました。

⑨エリア長会議において各部門の責任者は、それぞれが自部門のリスクマネジ

メント状況の報告を行い、定期的な見直しを実施しました。

⑩経理総務グループ、人事グループは法令及び文書取扱規程並びに内部情報管

理規程に基づき情報を文書化し、閲覧、謄写可能な状態で保全し取締役会、

監査役会、会計監査人の求めに応じて文書を提出しました。

⑪内部監査室は内部統制監査を実施し、その過程でリスク情報の収集と報告を

実施しました。

6. 会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基

本方針については特に定めておりません。

　(事業報告についての注記)

1. 以上ご報告いたしました金額、年令及び年数についてはその表示単位未満は

切捨て、比率については表示桁未満を四捨五入して表示しております。

　 2. 売上金額には、消費税等を含んでおりません。
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貸 借 対 照 表
（平成30年３月31日現在）

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

１年内償還長期預け金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

1,894,117

1,102,327

58,919

598,058

500

66,193

39,566

15,366

13,185

1,303,062

729,470

242,634

8,074

2,945

91,563

382,457

1,794

28,795

4,504

24,290

544,796

5,716

18,781

520,248

50

流 動 負 債 431,992

買 掛 金 8,323

1 年内返済長期借入金 129,560

未 払 金 8,861

未 払 費 用 144,398

未 払 法 人 税 等 50,573

未 払 消 費 税 等 41,162

前 受 金 20,098

預 り 金 6,013

賞 与 引 当 金 23,000

固 定 負 債 595,877

長 期 借 入 金 481,220

繰 延 税 金 負 債 4,702

退 職 給 付 引 当 金 20,486

預 り 保 証 金 89,468

負 債 合 計 1,027,869

(純資産の部)

株 主 資 本 2,265,542

資 本 金 500,000

資 本 剰 余 金 1,659,861

資 本 準 備 金 240,835

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,419,026

利 益 剰 余 金 163,207

　そ の 他 利 益 剰 余 金 163,207

　繰 越 利 益 剰 余 金 163,207

自 己 株 式 △57,526

評価・換算差額等 △96,232

その他有価証券評価差額金 △506

土 地 再 評 価 差 額 金 △95,726

純 資 産 合 計 2,169,310

資 産 合 計 3,197,179 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,197,179

― 14 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年06月14日 14時33分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 3,550,174

売 上 原 価 1,230,082

売 上 総 利 益 2,320,091

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,135,182

営 業 利 益 184,909

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,783

受 取 手 数 料 7,779

そ の 他 4,097 14,660

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,248

そ の 他 4,877 10,126

経 常 利 益 189,443

特 別 利 益

違 約 金 収 入 26,200

そ の 他 2,001 28,201

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,044

減 損 損 失 17,471

そ の 他 191 19,707

税 引 前 当 期 純 利 益 197,937

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 39,999

法 人 税 等 調 整 額 △12,550

当 期 純 利 益 170,488

― 15 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年06月14日 14時33分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計資本準

備 金
その他資本
剰余金

その他
利益剰余金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 500,000 240,835 1,440,898 △7,280 △57,526 2,116,926

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △21,872 △21,872

当 期 純 利 益 170,488 170,488

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △21,872 170,488 △0 148,616

当 期 末 残 高 500,000 240,835 1,419,026 163,207 △57,526 2,265,542

(単位：千円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △794 △95,726 △96,520 2,020,405

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △21,872

当 期 純 利 益 170,488

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額)

288 288 288

当 期 変 動 額 合 計 288 ― 288 148,904

当 期 末 残 高 △506 △95,726 △96,232 2,169,310
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個 別 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

　

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券……… 時価のあるもの

期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 商品

リ ユ ー ス （テ ッ ク ・ ス タ イ ル 業 態） … 売価還元法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法）

リユース（ブックオフ業態） … 総平均法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法）

　(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産…………定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については定額法）

② 無 形 固 定 資 産…………ソフトウェアは社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

③ 長 期 前 払 費 用…………定額法

④ リ ー ス 資 産…………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　(4) 引当金の計上基準

① 賞 与 引 当 金……………従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担

額を計上しております。

② 退 職 給 付 引 当 金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　(5) ヘッジ会計の方法

① ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法……金利スワップ取引については、特例処理要件を満たしておりますの

で、特例処理を適用しております。

②ヘッジ手段と対象

ヘ ッ ジ 手 段 ……金利スワップ取引

ヘ ッ ジ 対 象 ……借入金利

③ ヘ ッ ジ 方 針 ……内部規程に基づき、借入金利の将来の金利市場における利率上昇によ

る変動リスクを回避する目的で利用しております。

④ヘッジ有効性評価の方法……金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしておりますので

有効性の評価を省略しております。

　(6) 消費税等に関する会計処理

　 税抜方式を採用しております。
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（貸借対照表に関する注記）

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,203,489千円

　(2) 担保に供している資産

　建 物 73,175千円

　土 地 382,457千円

対応する債務

　長期借入金 320,780千円

(3) 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日改正）に基づき事業用の土地の再評価を行い、

当該評価差額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。

　 再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定

める固定資産税評価額に基づいて算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価前の帳簿価額 478,183千円

再評価後の帳簿価額 382,457千円

なお、当該事業用土地の平成30年３月31日における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額

の合計額を100,058千円下回っております。
　
（損益計算書に関する注記）

減損損失

　 当社は以下のグループについて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所

店舗等 建物

新丸子事業所・川崎市

本社(ネット事業)・横浜市
器具及び備品

ソフトウェア

　
　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業所を基本単位とした資産のグルーピ
ングを行い、本社等については全社資産としてグルーピングしております。減損損失の認識に至っ
た経緯としては、収益性が低下した事業所の固定資産帳簿価格を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失（17,471千円）として特別損失に計上いたしました。
　減損損失の内訳は、建物9,255千円、器具及び備品2,742千円、ソフトウエア5,472千円でありま
す。
当資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを

0.90％で割り引いて算定しております。
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

　(1) 発行済株式の総数に関する事項 普通株式 11,368,541株

　(2) 自己株式の数に関する事項

株式の種類
当事業年度

期首株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度

末 株 式 数

普通株式 432,533株 1株 ―株 432,534株
　
(3) 配当に関する事項

　(ⅰ)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成29年6月29日

定時株主総会
普通株式 21,872 2 平成29年3月31日 平成29年6月30日

(ⅱ)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　平成30年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次

のとおり提案しております。

① 配当金の総額 21,872千円

② １株当たり配当額 ２円

③ 基準日 平成30年３月31日

④ 効力発生日 平成30年６月29日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（税効果会計に関する注記）

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　 繰延税金資産

　未払事業税 5,827千円

　賞与引当金 6,971千円

　未払事業所税 2,685千円

　減損損失累計額 26,969千円

繰越欠損金 236,849千円

その他有価証券評価差額金 153千円

　その他 15,400千円

小 計 294,857千円

　評価性引当金 △255,291千円

繰延税金資産合計 39,566千円

　 繰延税金負債

　その他 4,702千円

繰延税金負債合計 4,702千円

繰延税金資産の純額 34,863千円
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（金融商品に関する注記）

1.当社の金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等及び有価証券に限定し、銀行等金融機関からの借入に

より資金を調達しております。

売掛金に係る顧客の信用リスクは、営業保証金を預かるなどしてリスク低減を図っております。ま

た、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っており

ます。

借入金の使途は運転資金と設備投資資金（長期）であります。

デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

2.金融商品の時価等に関する事項

平成30年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。

貸借対照表計上額 時価 差額

（千円） （千円） （千円）

(1)現金及び預金 1,102,327 1,102,327 ―

(2)売掛金 58,919 58,919 ―

(3)投資有価証券

　その他有価証券 5,716 5,716 ―

(4)敷金及び保証金 535,615 532,759 △2,855

資産計 1,702,578 1,699,722 △2,855

(5)買掛金 (8,323) (8,323) ―

(6)未払法人税等 (50,573) (50,573) ―

(7)未払消費税等 (41,162) (41,162) ―

(8)長期借入金 (610,780) (616,441) 5,661

(9)預り保証金 (89,468) (87,741) △1,726

負債計 (800,308) (804,243) 3,934

　 （*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(注1)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1)現金及び預金並びに(2)売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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(4)敷金及び保証金

一定の期間ごとに区分した当該敷金及び保証金の元金の合計額を国債の利回り等適切な指標に信

用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　1年内償還長期預け金は、敷金及び保証金に含めて表示しております。

(5)買掛金、(6)未払法人税等並びに(7)未払消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(8)長期借入金並びに短期借入金

変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異な

っていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によってお

ります。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同

様の借入において想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　1年内返済長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。

(9)預り保証金

一定の期間ごとに区分した当該預り保証金の元金の合計額を国債の利回り等適切な指標に信用ス

プレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　

(注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

（単位：千円）

区 分 平成30年３月31日

出 資 金 50

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めて

おりません。

　

（賃貸等不動産に関する注記）

該当事項はありません。

　
（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報に関する注記）

(1)１株当たり純資産額 198円36銭

(2)１株当たり当期純利益 15円58銭

　

（持分法損益等に関する注記）

該当事項はありません。

　
（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

　

（計算書類に関する注記）

　※ 記載の金額は、その表示単位未満を切捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年５月21日

株式会社ワットマン
　 取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 種 村 隆 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 野 祐 平 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ワットマ
ンの平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第４２期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算
書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を
入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は
誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその
附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第42期事業年度の取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、
監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び
結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計
画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集
及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取
締役及び内部監査室等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要
なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する
取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
の状況を監視及び検証いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事
業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを
監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を
「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、
当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく
示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重
大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

　 平成30年５月22日
株式会社ワットマン 監査役会

常勤監査役 田 中 和 雄 ㊞
監 査 役 七 松 優 ㊞
監 査 役 浅 尾 慶一郎 ㊞

(注) 監査役七松優及び浅尾慶一郎は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査
役であります。

以 上
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項
　第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、業績の安定が見られたことから、以下のとおり

配当いたしたいと存じます。

　 ① 配当財産の種類

　 金銭

　 ② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき ２円 総額 21,872,014円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成30年６月29日
　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

　

　第２号議案　株式併合の件

1. 提案の理由

全国証券取引所は、投資家をはじめとする市場利用者の利便性の向上等を目的

に、国内上場会社の普通株式の売買単位（単元株式数）を100株に統一する「売買

単位の集約に向けた行動計画」を推進しております。当社では全国証券取引所の

示す趣旨を踏まえ、会社法の定めに従い、平成30年５月23日開催の取締役会の決

議をもって、当社の単元株式数を1,000株から100株に変更する事と致しました。

これにあたり、単元株式数の変更後も、各株主様の議決権数に変更が生じない

こと、証券取引所が望ましいとしている投資単位の水準（５万円以上50万円未満）

を維持することを考慮し、当社普通株式について10株を１株にする併合を行うと

ともに、発行可能株式総数については、株式の併合割合に応じて現行の

24,000,000株から2,400,000株に変更する事といたします。

なお、上記の単元株式数の変更は、本議案が原案通り可決される事を条件に、

平成30年10月１日をもって、その効力が発生する事としております。

2. 併合の割合

当社の株式について、10株を１株に併合いたします。

なお、株式の併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定

めに従い、当社がこれを一括して売却し、その売却代金を端数が生じた株主様に

対して、端数の割合に応じて交付いたします。

3. 株式の併合がその効力を生ずる日(効力発生日)

平成30年10月１日

4. 効力発生日における発行可能株式総数

2,400,000株
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なお、発行可能株式総数に係る定款の規定は、会社法第182条第２項の定めに基

づき、本株式の併合の効力発生日（平成30年10月１日）に、上記のとおり変更し

たものとみなされることとなります。

【ご参考】

本議案が原案通り可決された場合には、平成30年10月１日をもって、当社の定

款の一部が次のとおり変更されることとなります。

（下線部が変更箇所であります。）

現行定款 変更後の定款案

(発行可能株式総数)
第６条 当会社の発行可能株式総数は、
24,000,000株とする。
(単元株式数及び単元未満株券の不発行)
第８条 当会社の単元株式数は、1,000
株とする。

(発行可能株式総数)
第６条 当会社の発行可能株式総数は、
2,400,000株とする。
(単元株式数及び単元未満株券の不発行)
第８条 当会社の単元株式数は、100株
とする。
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第３号議案　当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）導入の件

当社は、平成30年５月23日開催の当社取締役会において、当社の企業価値ひい

ては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることを目的として、当社の財

務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を決定し、さ

らにかかる基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針

の決定が支配されることを防止するための取組みとして、本定時株主総会にて、

株主の皆様より承認、可決されることを条件に、下記内容の当社株券等の大量買

付行為への対応策（買収防衛策）（以下本議案において「本プラン」といいます。）

を導入することを決定いたしました。

そこで、本議案は、本プランについて株主の皆様の意思を適切に反映するため、

出席株主の皆様の議決権の過半数の賛成をもって本プラン導入のご承認をお願い

するものであります。

記

Ⅰ 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値

の源泉を理解し、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を継

続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者であることが必要であ

ると考えております。公開会社である当社の株券等については、株主、投資家の

皆様による自由な取引が認められており、当社取締役会としては、当社の財務お

よび事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様全体の意

思により決定されるべきであり、当社の株券等に対する大量買付行為（下記Ⅲ２．

（３）①で定義されます。以下同じとします。）があった場合、これに応じるか否

かの判断は、最終的には当社の株主の皆様のご判断に委ねられるべきものである

と考えます。

しかしながら、近時わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の

賛同を得ずに、一方的に大量買付行為を強行する動きが見受けられます。こうし

た大量買付行為の中には、その目的等から見て企業価値および会社の利益ひいて

は株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株券等の売却を事

実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が当該行為に係る提

案内容や対象会社の取締役会からの代替案等を検討するための十分な時間や情報

を提供しないもの、さらに対象会社の取締役会が大量買付者（下記Ⅲ２．（３）①

で定義されます。以下同じとします。）の提示した条件よりも有利な条件をもたら

すために大量買付者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値お

よび会社の利益ひいては株主共同の利益に資さないものも想定されます。

当社といたしましては、このような当社の企業価値および会社の利益ひいては
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株主共同の利益の向上に資さない大量買付行為を行う者は、当社の財務および事

業の方針の決定を支配する者としては不適切であると考えており、このような者

が現れた場合には、必要かつ相当な対抗手段を講じることが必要であると考えま

す。

Ⅱ 基本方針の実現に資する特別な取組み

１．当社の企業価値の源泉

当社は、昭和53年に家電量販店としてスタートしましたが、中期的な企業価値

向上の観点から、時代の流れや顧客の要望に対応し、その都度、変革を実現して

きました。第１次変革期としては、昭和55年12月、それまで駅前立地が主であっ

た家電量販店を郊外型に変革したことです。横須賀市野比に野比店を開店し、神

奈川県下における家電チェーン店化を開始いたしました。その後、約５年をかけ

て既存の５店舗（駅前立地）を順次閉店し、郊外型のチェーン店化を実現いたし

ました。

第２次変革期としては、平成16年５月に家電事業からリユース事業へ業態を転

換したことです。６ヶ月間で家電量販店30数店舗を閉店し、10数店舗をリユース

店舗として出店いたしました。第３次変革期としては、平成25年５月に株式会社

ハードオフコーポレーションとのフランチャイズ契約を解消し、独自ブランド

「Super Recycle Shop WATTMANN」を立ち上げたことです。

特に大きな変革であったのは、平成16年の第２次変革期です。当時店舗数約50

店舗の家電量販店でしたが、ジャスダック市場への上場を維持したまま家電量販

店業界から完全撤退し、新業態であるリユース業に業種転換いたしました。

当社は、時代の流れに応じてその業態を都度変革させながら、中期的な観点に

立った継続的な経営を行ってまいりました。このような歴史の中で培われた当社

の企業価値の源泉は、以下のとおりであると考えます。

① 過去の成功体験に固執することなく、常に市場動向や顧客のニーズを見極め、

業態を柔軟に変革し、中期的な企業価値を確保・向上させてきた経営力

② 業態の変革に合わせ、迅速にあるべき人材を育成し、最適配置する人材マネジ

メント力

③ 駅前店・郊外店・大中小規模店等、様々な形態での出店により構築された店舗

開発ノウハウ

④ 家電量販店時代から神奈川県を中心とするドミナント戦略（特定の地域に集中

して店舗展開を行うこと）を展開してきたことにより得られた顧客認知度およ

び出店候補地の選定に関する知見

⑤ 低価格・高回転率のビジネスモデルを実現するオペレーション力

― 27 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年06月14日 14時33分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



２．企業価値向上への取組み（中期的な経営戦略）

当社の企業価値の源泉を最大限に発現させ、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益の向上を図るためには、中期的な視点で経営戦略を展開し、市場動向を見

極めたタイムリーな施策により継続的な成長を実現していく必要があると考えま

す。

当社は、中期的な企業価値の向上および株主共同の利益の確保を図るために、

平成29年４月より新たな経営戦略に取り組んでおります。

具体的には、中期的に利益を増大するための「攻めの強化」と、中期的かつ継

続的に利益を確保するための「守りの強化」の両面より、企業価値の向上を図っ

ております。

「攻めの強化」においては、主に①商品と売場の強化、②買取強化、③ネット

事業の拡大の３点に取り組んでおります。

《攻めの強化》

① 商品と売場の強化

取扱商材の深化・拡大

売場レイアウトの変更による陳列数量最大化・商品の視認性向上

② 買取強化

多様な業態による新規出店

買取接客の高度化による店頭買取の強化

お客様の利便性に配慮した出張買取の強化

全国の個人のお客様を対象とした宅配買取の強化

業務提携を通じた法人買取の強化

③ ネット事業の拡大

既存店におけるネット販売強化

「カウマン」ブランドによるネット売買に適した高額商材（高額オーディオや

高額ロードバイク等）の取扱い

買取・販売促進に向けたデジタルマーケティング強化

「守りの強化」においては、④店舗の生産性向上、⑤人材マネジメントの強化の

２点に取り組んでおります。

《守りの強化》

④ 店舗の生産性向上

ポジションと役割の明確化による生産性向上

SGA（販売費及び一般管理費）の徹底的な適正化
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⑤ 人材マネジメントの強化

「従業員の成長」を軸に、あるべき人材像の定義から評価・育成・採用・配置

までを一気通貫で整備

継続的な成長に繋げるチャレンジポジションの設置

育成する仕組みとしての評価制度の確立（評価会議による徹底的なフィードバ

ックポイントの話し合い、教育内容と完全連動した評価項目等）

業務知識の付与だけではなく、従業員のマーケットバリューを高める教育

　

これらの施策を強力に推進することにより、更なる飛躍を図り、企業価値の向

上へ繋げてまいります。

また、当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題として位置付けて

おり、業績に応じた株主還元を基本としております。また、内部留保についても、

将来にわたって企業価値を向上させるための投資の源泉と、財務体質の健全性の

維持・強化のための充実を図り、有効に活用してまいります。

　

３．コーポレート・ガバナンス体制の構築

以上の取組みに加え、当社は、企業価値の向上ひいては株主共同の利益を確保

するため、コーポレート・ガバナンスの充実を図り、経営の透明性・健全性を確

保・維持していくことを重要課題としてとらえております。そのために、経営の

意思決定の迅速化、監査機能の強化、適時な情報開示が必要不可欠と考えており

ます。

取締役および従業員が取るべき行動の規範を示した「企業行動規範」を制定し、

取締役および従業員が法令・定款等を遵守することを徹底しております。

（１） コーポレート・ガバナンスの体制

① コーポレート・ガバナンスの体制の概要とその体制を採用する理由

　当社におけるコーポレート・ガバナンスは、経営の意思決定の迅速化、監

査機能の強化、適時な情報開示を実現するため、下記のとおりの体制を採用

しております。

　取締役は、外部環境の変化への迅速な対応と事業年度における経営責任を

明確にするため、任期を１年間としております。取締役会は、定例取締役会

および必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に

関する重要事項を決定しております。取締役は、業務執行状況を取締役会に

報告するとともに、他の取締役の業務執行を相互に逐次監視しております。

　取締役、執行役員および経営幹部で構成される経営会議は、毎週開催さ

れ、業務執行に関する重要な決定と進捗状況の確認、適切な対応策を審議・

決定しております。

　当社は、監査役制度を採用しており、常勤監査役１名および監査役２名の

合計３名で監査役会を構成しております。また、監査役制度の機能充実を図
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株主総会

取締役会
取締役（４名）

監査役会
監査役（３名）

うち社外監査役（２名）

経営会議
取締役・執行役員

代表取締役社長

事業部門
営業企画・経理・人事・総務

監
査

会
計
監
査
人
（
監
査
法
人
）

顧
問
弁
護
士
等

内部監査室

内部監査

助言指導

助言指導

助言指導

業務執行指示付議・報告

選任・解任選任・解任選任・解任

監視

監視

統制

連携

るため、監査役３名のうち２名は社外監査役としており、監査役会を例年年

間約８回開催し、広範な視点から取締役の経営監視を行っております。

　会計監査人には、新日本有限責任監査法人を選任し、正しい経営情報を提

供するなど、公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備しておりま

す。顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受

けております。

　当社は、取締役および監査役が職務の執行に当たり期待される役割を十分

発揮できるよう、会社法第426条第１項に基づき、会社法第423条第１項の取

締役（取締役であった者を含む。）および監査役（監査役であった者を含

む。）の責任について、取締役会の決議をもって法令で定める限度額の範囲

内でその責任を免除できる旨を定款に定めております。また、会社法第427

条第１項に基づき、社外取締役および社外監査役との間において、会社法第

423条第１項の責任について職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない

ときは、法令が定める額を限度とする契約を締結しております。

② 内部統制システムの整備の状況

　当社は、下図のとおり、組織の簡素化を図り、ライン部門とスタッフ部門

を明確にして内部牽制組織の確立を図っております。相互の連携および牽制

により、コンプライアンスに関する情報をはじめリスク情報の共有とコーポ

レート・ガバナンスの推進ならびに意思統一を図っております。

　また、社内規程、決裁基準、業務マニュアル等を整備し、全役職員が明確

な権限と責任により業務を遂行しております。社内規程の整備につきまして

は、関係法令の改正・内部統制機能の整備等に対応し、必要な規程の整備を

実施しております。
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③ リスク管理体制の整備の状況

　当社は、企業価値に影響を与える広範なリスクのうち、経営戦略に関する

意思決定などの経営判断に関するリスクについては、必要に応じて外部の専

門家の助言を受け、関係部門において分析・検討を行っております。

　また、営業問題など事業遂行に関するリスクについては、担当取締役のも

とで日常的なリスク管理を実施しております。

（２） 内部監査および監査役監査の状況

内部監査室は、２名の体制で監査役と連携して内部監査業務を実施いたしてお

ります。

監査役は、取締役会ならびに経営会議等に出席し、意見を述べるなど取締役の

職務執行について厳正な経営監視を行い、取締役の職務遂行に関して厳正なる監

査を行っております。

また、監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、情報・意見交換を行うと

ともに、必要に応じて会計監査人に報告を求めております。

（３） 社外取締役および社外監査役

当社は、社外取締役を選任しておりませんが、上記（１）コーポレート・ガバ

ナンスの体制に記載のとおり、外部環境の変化への迅速な対応と事業年度におけ

る経営責任を明確にするため、取締役の任期を１年としております。

また、監査役３名中２名は社外監査役であります。

なお、社外監査役がコーポレート・ガバナンスにおいて果たす機能および役割

と選任状況に関する考え方ならびに内部監査、会計監査との相互連携は、上記

（１）コーポレート・ガバナンスの体制に記載のとおりであります。

社外監査役は、社外での経営に関する豊富な経験や高い見識または専門的見地

から客観的かつ適切な監督または監査といった機能および役割が期待され、一般

株主と利益相反が生じるおそれがないことを基本的な考えとして、選任しており

ます。

Ⅲ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定

が支配されることを防止するための取組み

１．企業価値の向上および会社の利益ひいては株主共同の利益の実現

（１） 企業価値の向上および会社の利益ひいては株主共同の利益の実現に反する株

券等の大量買付行為の存在

以上のとおり、当社においては、企業価値の向上および会社の利益ひいては株

主共同の利益の実現に全力で取り組む所存ですが、近年の資本市場においては、

株主の皆様に十分な検討時間を与えず、また対象となる会社の経営陣との十分な
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協議や合意等のプロセスを経ることなく、突如として株券等の大量買付行為を強

行するといった動きも見受けられないわけではありません。

もとより株券等の大量買付行為は、たとえそれが対象となる会社の経営陣の賛

同を得ないものであっても、当該会社の資産の効率的な運用につながり、企業価

値の向上および会社の利益ひいては株主共同の利益の実現をもたらすものであれ

ば、何ら否定されるべきものではないと考えます。

しかし、このような大量買付行為の中には企業価値の向上および会社の利益ひ

いては株主共同の利益の実現を考えることなく、専ら当該会社の株価を上昇させ

て対象会社の株券等を高値で会社関係者等に買い取らせる目的で行うものなど、

企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく損なうことが明白

な、いわゆる「濫用的買収」が存在する可能性があることは否定できません。

また、当社は、前述のとおり、長年築いてきたお客様との信頼関係を維持・発

展させていくことをはじめ、さまざまなステークホルダーとの良好な関係を継続

することが、当社の中長期的な企業価値を向上させ、株主の皆様の利益につなが

るものであることを確信しております。当社株券等の大量買付者がこれらのこと

を十分理解し、中長期的にこれらを確保、向上させる者でなければ、当社の企業

価値および会社の利益ひいては株主共同の利益は著しく害されることになりま

す。

（２） 本プラン導入の必要性

当社の株券等は譲渡自由が原則であり、株式市場を通じて多数の投資家の皆様

に自由に取引いただいております。したがって、当社株券等の大量買付行為に関

する提案に応じるか否かは、最終的には株主の皆様のご判断に委ねられるべきも

のであります。

当社としては、上記（１）のような状況下でかかる大量買付行為が行われた場

合、当該大量買付行為が当社の企業価値の向上および会社の利益ひいては株主共

同の利益の実現に資するものであるか否か、株主の皆様に適切にご判断いただ

き、当社株券等の大量買付行為に関する提案に応じるか否かを決定していただく

ためには、大量買付者および当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供

され、検討のための十分な期間が確保されることが不可欠であると考えます。ま

た、当社取締役会は、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益

の確保または向上の観点から大量買付行為の条件・方法を変更・改善させる必要

があると判断する場合には、大量買付行為の条件・方法について、大量買付者と

交渉するとともに、株主の皆様に対して代替案の提案等を行う必要もあると考え

ておりますので、そのために必要な時間も十分に確保されるべきであります。

当社は、このような考え方に立ち、以下のとおり本プランを導入することを決

定いたしました。本プランは、大量買付者に対し、本プランの遵守を求めるとと
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もに、大量買付者が本プランを遵守しない場合、ならびに大量買付行為が当社の

企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するものであると

判断される場合の対抗措置を定めております。

当社の株主の状況について、平成30年３月31日現在において当社の把握する限

り、当社役員およびその関係者による当社株式の保有比率が約35％となってお

り、当社にとって比較的安定的な構成になっております。しかしながら、当社の

株券等は、本株主総会招集ご通知７ページ「会社の株式に関する事項（平成30年

３月31日現在）」記載のとおり、そのほとんどは個人株主の皆様により保有され

ているため、当然のことながら流動性があります。また、現時点において比較的

安定的な株主構成とはいえ、当社役員およびその関係者が各々の事情によりその

保有する当社の株券等の譲渡または処分を行うなど、今後、当社の株券等の流動

性がさらに増す可能性は否定できません。このように、当社役員およびその関係

者の保有比率が大きく低下し、当社の株券等の流動性が高まることにより、より

多くの株主・投資家の皆様に当社の株券等を保有していただく機会が増加するこ

とになりますが、その反面、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同

の利益に反する大量買付行為が行われるおそれが高まることも否定できないと考

えております。

なお、現時点において、当社に対し大量買付行為が行われている事実はありま

せん。

２．本プランの内容

（１）本プランの概要

本プランは、大量買付者が大量買付行為を行うに当たり、所定の手続に従うこ

とを要請するとともに、かかる手続に従わない大量買付行為がなされる場合や、

かかる手続に従った場合であっても当該大量買付行為が当社の企業価値および会

社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するものであると判断される場合に

は、かかる大量買付行為に対する対抗措置として、原則として新株予約権を株主

の皆様に無償で割り当てるものです。また、会社法その他の法律および当社の定

款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合には、

当該その他の対抗措置が用いられることもあります。

本プランに従って割り当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」といいま

す。）には、①大量買付者およびその関係者による行使を禁止する行使条件や、

②当社が本新株予約権の取得と引換えに大量買付者およびその関係者以外の株主

の皆様に当社株式を交付する取得条項等を付すことが予定されております。

本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項によ

り、当該大量買付者およびその関係者の有する議決権の当社の総議決権に占める

割合は、大幅に希釈化される可能性があります。
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（２）本プランの導入手続－本定時株主総会における承認

本プランの導入については、株主の皆様の意思を適切に反映するため、本定時

株主総会において、出席株主（議決権行使書により議決権行使を行う株主を含み

ます。）の皆様の議決権の過半数のご賛同によりご承認いただくことをお願いす

るものであります。

（３）本プランの発動に係る手続

①対象となる大量買付行為

　本プランの対象となる行為は、当社の株券等の一定数以上の買付けその他

の有償の譲受けまたはこれらに類似する行為の結果、

ⅰ. 当社の株券等1の保有者2が保有3する当社の株券等に係る株券等保有割

合4の合計

ⅱ. 当社の株券等5の買付けその他の有償の譲受けまたはこれらに類似する

行為を行う者が所有6しまたは所有することとなる当社の株券等および

その者の特別関係者７が所有する当社の株券等に係る株券等所有割合８

の合計

のいずれかが、20％以上となる者（以下「特定株式保有者」といいます。）に

よる当社の株券等の買付けその他の有償の譲受けもしくはこれらに類似する

行為またはその提案とします（ただし、当社取締役会があらかじめ承認した

ものを除きます。このような買付け等を以下「大量買付行為」といい、大量

買付行為を行いまたは行おうとする者を以下「大量買付者」といいます。）。

1. 金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。以下別段の定めがない

限り同じとします。

2. 金融商品取引法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者

とみなされる者を含むものとします。以下同じとします。

3. 金融商品取引法第27条の23第４項に規定する保有をいいます。以下同じとします。

4. 金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。以下同じとし

ます。

5. 金融商品取引法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。以下ⅱにおいて同じと

します。

6. 金融商品取引法第27条の２第１項に規定する所有をいいます。以下同じとします。

7. 金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。ただし、同項第１

号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内

閣府令第３条第２項で定める者を除きます。以下同じとします。

8. 金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。以下同じとし

ます。
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②本プランの開示および大量買付者に対する情報提供の要求

当社は、本プランについて株式会社東京証券取引所の定める諸規則に基づき

適時開示を行うとともに、当社のホームページ（http://www.wattmann.co.jp/)

に本プランを掲載しました。

　大量買付者には、当社取締役会が別段の定めをした場合を除き、大量買付

行為の実行に先立ち、当社取締役会に対して、大量買付行為の内容の検討に

必要な以下の各号に定める情報（以下「本必要情報」といいます。）および本

プランに定める手続を遵守する旨の意向表明を、日本語で記載した買付提案

書を提出していただきます。

　なお、買付提案書には、商業登記簿謄本、定款の写しその他の大量買付者

の存在を証明する書類を添付していただきます。

　当社取締役会は、上記買付提案書を受領した場合、速やかにこれを下記④

に定める独立委員会に提供するものとします。大量買付者から提供していた

だいた情報では、当該大量買付行為の内容および態様等に照らして、株主の

皆様のご判断および当社取締役会の評価・検討等のために不十分であると当

社取締役会が合理的に判断する場合には、当社取締役会が別途要求する追加

の情報を、大量買付者から日本語で提供していただきます（ただし、当社取

締役会は、大量買付者の属性、大量買付者が提案する大量買付行為の内容、

本必要情報の内容および性質等に鑑み、株主の皆様が買収の是非を適切に判

断し、当社取締役会が評価・検討等を行うために必要な水準を超える追加情

報提供の要求を行わないこととします。）。

かかる追加情報提供の要求は、適宜回答期限（原則として30日を上限としま

す。）を定めたうえで、上記買付提案書受領後またはその後の追加情報受領後

10営業日以内に行うこととします。

ⅰ. 大量買付者およびそのグループ（共同保有者、特別関係者および（フ

ァンドの場合は）組合員その他の構成員を含みます。）の詳細（具体的

名称、資本構成、業務内容、財務内容、および当社の事業と同種の事

業についての経験等に関する情報等を含みます。）

ⅱ. 大量買付者およびそのグループが現に保有する当社の株券等の数、な

らびに買付提案書提出日前60日間における大量買付者の当社の株券等

の取引状況

ⅲ. 大量買付行為の目的（支配権取得もしくは経営参加、純投資もしくは

政策投資、大量買付行為の後における当社の株券等の第三者への譲渡

等、または重要提案行為等（金融商品取引法第27条の26第１項、同法

施行令第14条の８の２第１項、および株券等の大量保有の状況の開示

に関する内閣府令第16条に規定する重要提案行為等を意味します。）を
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行うことその他の目的がある場合には、その旨および概要を含みます。

なお、目的が複数ある場合にはそのすべてを記載していただきます。）、

方法および内容（大量買付行為による取得を予定する当社の株券等の

種類および数、大量買付行為の対価の額および種類、大量買付行為の

時期、関連する取引の仕組み、大量買付行為の方法の適法性ならびに

大量買付行為の実行の可能性等を含みます。）

ⅳ. 大量買付行為の価格の算定根拠（算定の前提となる事実および仮定、

算定方法、算定に用いた数値情報ならびに大量買付行為に係る一連の

取引により生じることが予想されるシナジーの額およびその算定根拠

等を含みます。）の概要

ⅴ. 大量買付行為の資金の裏付け（資金の提供者（実質的な提供者を含み

ます。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容等を含みます。）

ⅵ. 大量買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無ならび

に意思連絡がある場合はその内容および当該第三者の概要

ⅶ．大量買付行為後の当社ならびに当社の子会社および関連会社（以下、

当社と併せて「当社グループ」といいます。）の経営方針、経営者候補

（当社および当社グループの事業と同種の事業についての経験等に関す

る情報を含みます。）、事業計画、財務計画、資本政策、配当政策およ

び資産活用策（ただし、大量買付者による買収提案が、少数株主が残

存しない100％の現金買収の場合、本号の情報の提供については概略の

みで足りることとします。）

ⅷ. 大量買付行為後の当社グループの従業員、労働組合、取引先、顧客お

よび地域社会その他の当社グループに係る利害関係者の処遇方針（改

変の計画の有無および改変の計画が存する場合はその内容）

ⅸ. 当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策

ⅹ．大量買付行為のために投下した資本の回収方針

ⅺ. 反社会的勢力ないしテロ関連組織との関連性の有無（直接的であるか

間接的であるかを問いません。）および関連性が存在する場合にはその

内容

ⅻ. その他当社取締役会が合理的に必要と判断する情報

　なお、当社取締役会は、大量買付者が出現したことを当社取締役会が認識

した場合はその事実について、また、買付提案書または追加情報を受領した

場合はその受領の事実について、速やかに株主の皆様に情報開示を行います。

大量買付者から当社取締役会に提供された情報の内容等については、株主の

皆様のご判断に必要であると当社取締役会が判断する時点で、その全部また

は一部につき株主の皆様に情報開示を行います。
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③当社取締役会の検討手続

　当社取締役会は、大量買付者から提出された買付提案書に記載される本必

要情報につき、株主の皆様に買収の是非を適切にご判断いただき、当社取締

役会の評価・検討等を行うために必要な水準を満たすものであると判断した

場合（大量買付者による情報提供が不十分であるとして当社取締役会が追加

的に提出を求めた本必要情報が提出された結果、当社取締役会が買付提案書

と併せて本必要情報として十分な情報を受領したと判断した場合を含みま

す。）、その旨ならびに下記の取締役会評価期間の始期および終期について、

速やかに大量買付者および独立委員会に通知し、適時かつ適切に株主の皆様

に情報開示を行います。当社取締役会は、大量買付者に対する当該通知の発

送日の翌日から60日以内（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる

当社のすべての株券等の買付けの場合）または90日以内（その他の大量買付

行為の場合）（かかる60日以内または90日以内の期間を、以下「取締役会評価

期間」といいます。）に、必要に応じて当社から独立した地位にある第三者

（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士

その他の専門家を含みます。）の助言を得ながら、提供された本必要情報を十

分に評価・検討し、下記④に定める独立委員会による勧告を最大限尊重した

うえで、大量買付行為に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまと

め、大量買付者に通知するとともに、適時かつ適切に株主の皆様に情報開示

を行います。また、必要に応じて、大量買付者との間で大量買付行為に関す

る条件・方法について交渉し、さらに、当社取締役会として、株主の皆様に

代替案を提示することもあります。

　なお、独立委員会が取締役会評価期間内に対抗措置の発動または不発動の

勧告を行うに至らないこと等、当社取締役会が取締役会評価期間内に対抗措

置の発動または不発動に関する決議に至らないことにつきやむを得ない事情

がある場合、当社取締役会は、独立委員会の勧告に基づき、必要な範囲内で

取締役会評価期間を最大30日間（当初の取締役会評価期間の満了日の翌日か

ら起算します。）延長することができるものとします。当社取締役会が取締役

会評価期間の延長を決議した場合、当該決議された具体的期間およびその具

体的期間が必要とされる理由について、適時かつ適切に株主の皆様に情報開

示を行います。

　大量買付者は、この取締役会評価期間の経過または下記⑥ⅲに定めるとお

り当社取締役会が株主総会を開催することを決定した場合には、当該株主総

会における株主の皆様のご判断に従って行う当社取締役会の決議後において

のみ、大量買付行為を開始することができるものとします。ただし、下記⑦

に定める不発動決定通知を受領した場合、大量買付者は、同通知を受領した

翌営業日から、大量買付行為を行うことが可能となります。
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④独立委員会の設置

　本プランに定めるルールに従って一連の手続が遂行されたか否か、ならび

に、本プランに定めるルールが遵守された場合に当社の企業価値および会社

の利益ひいては株主共同の利益を確保しまたは向上させるために必要かつ相

当と考えられる一定の対抗措置を講じるか否かについては、当社取締役会が

最終的な判断を行いますが、その判断の合理性および公正性を担保するため

に、当社は、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置して

おります。独立委員会の委員は、３名とし、社外取締役、社外監査役、弁護

士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に精通している者およ

び他社の取締役または執行役として経験のある社外者等の中から当社取締役

会が選任するものとします。

なお、本プラン導入時の独立委員会の委員は、社外監査役２名および社外有

識者１名により構成される予定であり、現時点で選任が予定されている委員

の氏名および略歴は、別紙１「独立委員会委員の氏名および略歴」のとおり

であります。独立委員会規則の概要は、別紙２「独立委員会規則の概要」の

とおりであります。また、独立委員会の判断の概要については、適時かつ適

切に株主の皆様に情報開示を行います。

⑤対抗措置の発動の手続

　当社取締役会が対抗措置の発動を判断するに当たっては、その判断の合理

性および公正性を担保するために、以下の手続を経ることとします。

　まず、当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対

抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会は、この諮問に基づき、必

要に応じて、当社の費用で、当社から独立した地位にある第三者（投資銀行、

証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士その他の専

門家を含みます。）の助言を得たうえで、当社取締役会に対して対抗措置の発

動の是非について勧告を行います。当社取締役会は、対抗措置を発動するか

否かの判断に際して、独立委員会による勧告を最大限尊重するものとします。

　また、当社取締役会が対抗措置を発動するに際しては、社外監査役全員を

含む当社監査役全員の賛成を得たうえで、当社取締役全員の一致により発動

の決議をすることとします。当社取締役会は、当該決議を行った場合、当該

決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに株

主の皆様に情報開示を行います。

　なお、当社取締役会は、独立委員会に対する上記諮問に加え、大量買付者

の提供する本必要情報に基づき、必要に応じて、当社から独立した地位にあ

る第三者（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、

公認会計士その他の専門家を含みます。）の助言を得ながら、当該大量買付者
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および当該大量買付行為の具体的内容ならびに当該大量買付行為が当社の企

業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益に与える影響等を評価・検

討等したうえで、対抗措置の発動の是非を判断するものとします。

さらに、下記⑥ⅲに定めるとおり、下記⑥ⅱの場合で、当社取締役会が大量

買付行為に対する対抗措置を発動するか否かの判断を行うにあたり、株主の

皆様の意思を直接確認することが実務上適切と判断するときは、当該大量買

付行為に対し対抗措置を発動するか否かについて株主の皆様の意思を確認す

るための株主総会を開催することもできるものとします。

⑥対抗措置の発動の条件

ⅰ. 大量買付者が本プランに定める手続に従わずに大量買付行為を行いまた

は行おうとする場合

当社取締役会は、大量買付者が本プランに定める手続に従わずに大量

買付行為を行いまたは行おうとする場合、大量買付行為の具体的な条

件・方法等の如何を問わず、当該大量買付行為が当社の企業価値および

会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するものであるとみなし、

独立委員会による勧告を最大限尊重したうえで、当社の企業価値および

会社の利益ひいては株主共同の利益を確保または向上させるために必要

かつ相当な対抗措置を講じることとします。

ⅱ. 大量買付者が本プランに定める手続に従って大量買付行為を行いまたは

行おうとする場合

大量買付者が本プランに定める手続に従って大量買付行為を行いまた

は行おうとする場合には、当社取締役会が仮に当該大量買付行為に反対

であり、反対意見の表明、代替案の提示、株主の皆様への説明等を行う

場合であっても、原則として、当該大量買付行為に対する対抗措置は講

じません。大量買付者の当社株券等の大量買付行為に関する提案に応じ

るか否かは、株主の皆様において、当該大量買付行為に関する本必要情

報およびそれに対する当社取締役会の意見、代替案等をご考慮のうえ、

ご判断いただくこととなります。

ただし、大量買付者が本プランに定める手続に従って大量買付行為を

行いまたは行おうとする場合であっても、当社取締役会が、大量買付者

の大量買付行為の内容を検討し、大量買付者との協議、交渉等を行った

結果、当該大量買付者の買付提案に基づく大量買付行為が、当社の企業

価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するものであ

ると認めた場合には、取締役会評価期間の開始または終了にかかわらず、

当社取締役会は、独立委員会による勧告を最大限尊重したうえで、当社
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の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を確保しまたは向

上させるために、必要かつ相当な対抗措置を講じることがあります。具

体的には、以下に掲げるいずれかの類型に該当すると判断される場合に

は、原則として、当該買付提案に基づく大量買付行為は当社の企業価値

および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するものに該当す

ると考えます。

(ⅰ) 高値買取要求を狙う買収である場合

(ⅱ) 重要な資産・技術情報等を廉価に取得するなど、会社の犠牲のもと

に大量買付者の利益実現を狙う買収である場合

(ⅲ) 会社資産を債務の担保や弁済原資として流用することにより、当社

の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益に対する明白

な侵害をもたらすような買収である場合

(ⅳ) 会社の高額資産を処分させ、その処分利益で一時的高配当をさせる

か、一時的高配当による株価急上昇の機会を狙って高値で売り抜け

ることにより、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同

の利益に対する明白な侵害をもたらすような買収である場合

(ⅴ) 当社の株券等の買付条件が、当社の企業価値に照らして著しく不十

分または不適切な買収である場合

(ⅵ) 最初の買付けで全株券等の買付けの申込みを勧誘することなく、二

段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで公開買

付けを行うなど、株主に株券等の売却を事実上強要するおそれがあ

る買収である場合

(ⅶ) 大量買付者が支配権を取得する場合の当社の企業価値が、中長期的

な将来の企業価値との比較において、当該大量買付者が支配権を取

得しない場合の当社の企業価値に比べ、著しく劣後する場合

(ⅷ) 大量買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として著しく不適

切である場合

(ⅸ) 大量買付者による支配権の取得により、当社株主はもとより、当社

グループの従業員、労働組合、取引先、顧客および地域社会その他

の当社グループに係る利害関係者との関係を破壊し、当社の企業価

値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するおそれ

があることが客観的かつ合理的に推認される場合

(ⅹ) 前各号のほか、以下のいずれも満たす買収である場合

a．当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著

しく害するおそれがあることが客観的かつ合理的に推認される

場合
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b．当該時点で対抗措置を発動しない場合には、当社の企業価値お

よび会社の利益ひいては株主共同の利益が著しく害されること

を回避することができないかまたはそのおそれがあることが客

観的かつ合理的に推認される場合

ⅲ. 株主総会の開催

上記ⅱのとおり、大量買付者が本プランに定める手続に従って大量買

付行為を行いまたは行おうとする場合には、当社取締役会は、独立委員

会の勧告を最大限尊重した上で、大量買付行為に対する対抗措置発動の

是非を決議することを原則としますが、大量買付者による大量買付行為

の内容、株主総会の開催に要する時間等諸般の事情を考慮の上、法令お

よび当社取締役の善管注意義務等に鑑みて、独立委員会に対する諮問に

加え、株主の皆様の意思を直接確認することが実務上適切と判断すると

きは、当社取締役会は、株主総会を招集し、出席株主（議決権行使書に

より議決権行使を行う株主を含みます。）の皆様の議決権の過半数の賛成

をもって、対抗措置の発動に関する株主の皆様の意思を確認することが

できるものとします。当社取締役会は、株主総会の開催を決定した場合、

速やかに当該決定を行った事実およびその理由を株主の皆様に対して情

報開示するとともに、実務上可能な限り速やかに株主総会を招集するも

のとします。

また、当社取締役会は、株主総会が開催された場合、対抗措置の発動

に関して、当該株主総会における株主の皆様のご判断に従うものとしま

す。

なお、大量買付者は、当社取締役会が株主総会の開催を決定した場合

には、当該株主総会における株主の皆様のご判断に従って行う当社取締

役会の決議がされるまでの間、大量買付行為を開始してはならないもの

とします。

⑦当社取締役会による対抗措置の発動・不発動に関する決定

　当社取締役会は、上記⑥ⅰまたはⅱのいずれの場合も、独立委員会の勧告

を最大限尊重したうえで、また、上記⑥ⅱの場合で、かつ、独立委員会に対

する諮問に加え、株主の皆様の意思を確認するために株主総会が開催された

場合には、当該株主総会における株主の皆様のご判断に従って、対抗措置の

発動または不発動に関する決定を行います。

　当社取締役会は、対抗措置の発動または不発動の決定を行った場合、速や

かに当該決定の概要、上記株主総会の決議の概要その他当社取締役会が適切

と認める事項について、大量買付者に通知（不発動の決定に係る通知を、以
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下「不発動決定通知」といいます。）し、株主の皆様に情報開示を行います。

大量買付者は、取締役会評価期間経過後または上記⑥ⅲに定めるとおり当社

取締役会が株主総会を開催することを決定した場合には、当該株主総会にお

ける株主の皆様のご判断に従って行う当社取締役会の決議後においてのみ、

大量買付行為を開始することができるものとします。ただし、当社取締役会

から不発動決定通知を受領した場合には、大量買付者は、同通知を受領した

日の翌営業日から、大量買付行為を行うことが可能となります。

⑧当社取締役会による再検討

　当社取締役会は、一旦対抗措置を発動すべきか否かについて決定した後で

あっても、大量買付者が大量買付行為に係る条件を変更した場合や大量買付

行為を中止した場合等、当該決定の前提となった事実関係等に変動が生じた

場合には、改めて独立委員会に諮問したうえで再度審議を行い、独立委員会

の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動または中止に関する決定を

行うことができます。また、この場合にも、株主の皆様の意思を直接確認す

ることが実務上適切と判断するときは、当該大量買付行為に対し対抗措置を

発動するか否かについて株主の皆様の意思を確認するための株主総会を開催

することができるものとします。

　当社取締役会は、対抗措置の発動または中止に関する決定を行った場合、

速やかに当該決定の概要、上記株主総会の決議の概要その他当社取締役会が

適切と認める事項について、大量買付者に通知し、株主の皆様に情報開示を

行います。

（４）対抗措置の概要

当社取締役会は、本プランにおける対抗措置として、原則として、別紙３「新

株予約権の要項」に従った本新株予約権の無償割当てを行います。本新株予約権

は、本新株予約権の無償割当てを決議する当社取締役会において定める一定の日

（以下「割当期日」といいます。）における、最終の株主名簿に記載または記録さ

れた株主（ただし、当社を除きます。）に対し、その保有株式１株につき新株予

約権１個以上で当社取締役会が定める数の割合で割り当てられます。

本新株予約権１個の行使に際して出資される財産（金銭とします。）の価額

（行使価額）は１円であり、本新株予約権１個の行使により、本新株予約権に係

る新株予約権者（以下「本新株予約権者」といいます。）に対して、１株以下で

当社取締役会が定める数（調整がされる場合には調整後の株数）の当社普通株式

が交付されます。なお、当社は、本新株予約権の行使がなされた場合に、当該本

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数があるときは、適用法令

に従い端数の処理を行います。
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ただし、特定株式保有者およびその関係者は、本新株予約権を行使することが

できないものとします。また、当社は、本新株予約権の行使による場合のほか、

本新株予約権に付された取得条項に基づき、一定の条件のもとで特定株式保有者

およびその関係者以外の本新株予約権者から、当社普通株式と引換えに本新株予

約権を取得することができます。なお、当社は一定の条件のもとで本新株予約権

全部を無償で取得することも可能です。

さらに、本新株予約権を譲渡により取得するには、当社取締役会の承認が必要

です。

上記（１）に記載のとおり、本新株予約権の無償割当てのほか、会社法および

その他の法令上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された

場合には当該その他の対抗措置が用いられることがあります。

当社取締役会は、本プランにおける対抗措置を発動した場合、当社取締役会が

適切と認める事項について、適時かつ適切に株主の皆様に情報開示を行います。

（５）本プランの有効期間、廃止および変更

本プランの有効期間は、本定時株主総会の終結の時から、その後３年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する当社定時株主総会の終結の時までとし

ます。ただし、本プランは、有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会に

おいて本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、または②当社の株主総会で

選任された取締役で構成される当社取締役会において本プランを廃止する旨の決

議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。

また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本定時株主総会の

決議による委任の範囲内において、必要に応じて独立委員会の意見を踏まえたう

えで、本プランの技術的な修正または変更を行う場合があります。なお、本プラ

ンは平成30年５月23日現在施行されている法令の規定を前提としておりますの

で、同日以後、法令の新設または改廃等により本プランの規定に修正を加える必

要が生じた場合には、当該法令の趣旨に従い、かつ、本プランの基本的な考え方

に反しない範囲で、適宜本プランの文言を読み替えることとします。

本プランが廃止、修正または変更された場合には、当該廃止、修正または変更

の事実その他当社取締役会が適切と認める事項について、速やかに開示します。

また、本定時株主総会の終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する当社定時株主総会の終結の時以降における本プランの内容につきまして

は、必要な見直しを行ったうえで、本プランの継続、更新の可否または新たな内

容のプランの導入等に関して株主の皆様の意思を確認させていただく予定です。
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３．株主および投資家の皆様への影響

（１）本プランの導入時に株主および投資家の皆様に与える影響

本プランの導入時点においては、対抗措置自体は発動されませんので、株主お

よび投資家の皆様の法的権利または経済的利益に直接具体的な影響が生じること

はありません。

（２） 本新株予約権の無償割当ての実施により株主および投資家の皆様に与える影

響

本新株予約権は、割当期日における株主の皆様に対し、その保有する株式１株

につき１個以上で当社取締役会が定める数の割合により無償で割り当てられます

ので、その行使を前提とする限り、株主の皆様が保有する当社株式全体の価値に

関して希釈化は生じません。

もっとも、株主の皆様が、本新株予約権の行使期間中に本新株予約権の行使を

行わない場合には、他の株主の皆様による本新株予約権の行使により、その保有

する当社株式の価値が希釈化することになります。ただし、当社は、当社取締役

会の決定により、下記（４）②に記載の手続により、本新株予約権の要項に従い

本新株予約権の行使が禁じられていない株主の皆様から本新株予約権を取得し、

それと引換えに当社普通株式を交付することがあります。当社がかかる取得の手

続を行った場合、本新株予約権の要項に従い本新株予約権の行使が禁じられてい

ない株主の皆様は、本新株予約権の行使および行使価額相当の金銭の払込みをせ

ずに、当社普通株式を受領することとなり、その保有する株式１株当たりの価値

の希釈化は生じますが、保有する当社株式全体の価値の希釈化は生じません。

なお、本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後において、当

社が、本新株予約権の無償割当てを中止しまたは無償割当てされた本新株予約権

を無償で取得する場合には、１株当たりの当社株式の価値の希釈化は生じません

ので、１株当たりの当社株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行

った投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。

（３） 本新株予約権の無償割当ての実施後における本新株予約権の行使または取得

に際して株主および投資家の皆様に与える影響

本新株予約権の行使または取得に関しては差別的条件が付されることが予定さ

れているため、当該行使または取得に際して、特定株式保有者およびその関係者

の法的権利または経済的利益に希釈化が生じることが想定されますが、この場合

であっても、特定株式保有者およびその関係者以外の株主および投資家の皆様の

有する当社の株式に係る法的権利および経済的利益に対して直接具体的な影響を

与えることは想定しておりません。もっとも、本新株予約権それ自体の譲渡は制

限されているため、割当期日以降、本新株予約権の行使または本新株予約権の当
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社による取得の結果、株主の皆様に当社普通株式が交付される場合には、株主の

皆様の振替口座に当社普通株式が記録されるまでの期間、株主の皆様が保有する

当社株式の価値のうち本新株予約権に帰属する部分について、譲渡による投下資

本の回収がその限りで制約を受ける可能性がある点にご留意ください。

（４）本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続等

①本新株予約権の行使の手続

　当社は、割当期日における最終の株主名簿に記載または記録された株主の

皆様に対し、原則として、本新株予約権の行使請求書（行使に係る本新株予

約権の内容および数、本新株予約権を行使する日、当社株式の記録を行うた

めの振替口座（特別口座を除きます。）等の必要事項ならびに株主自身が本新

株予約権の行使条件を充足すること等についての表明保証条項、補償条項そ

の他の誓約文言を含む当社所定の書式によるものとします。）その他本新株予

約権の行使に必要な書類を送付いたします。本新株予約権の無償割当て後、

株主の皆様が行使期間中にこれらの必要書類を提出したうえ、本新株予約権

１個当たり１円を払込取扱場所に払い込むことにより、１個の本新株予約権

につき１株以下で当社取締役会が定める数（調整がされる場合には調整後の

株数）の当社普通株式が交付されることになります。

　なお、社債、株式等の振替に関する法律の規定により、本新株予約権の行

使の結果として交付される当社普通株式については、特別口座に記録するこ

とができませんので、株主の皆様が本新株予約権を行使する際には、証券口

座等の振替口座を開設していただく必要がある点にご留意ください。

②当社による本新株予約権の取得の手続

　当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法

定の手続に従い、取得条項が複数ある場合には、それぞれ取得条項ごとに、

取締役会の決議を行い、かつ、新株予約権者の皆様に対する公告を実施した

うえで、本新株予約権を取得します。また、本新株予約権の取得と引換えに

当社普通株式を株主の皆様に交付することとした場合には、速やかにこれを

交付いたします。

　なお、この場合、かかる株主の皆様には、別途、ご自身が特定株式保有者

またはその関係者でないこと等についての表明保証条項、補償条項その他の

誓約文言を含む当社所定の書式による書面をご提出いただくことがあります。

　上記のほか、割当方法、行使の方法および当社による本新株予約権の取得

の方法の詳細につきましては、本新株予約権の無償割当ての実施が当社取締

役会において決定された後、株主の皆様に開示または通知いたしますので、

当該内容をご確認ください。
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Ⅳ 本プランの合理性（本プランが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損

なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的とするものではないことお

よびその理由）

当社取締役会は、以下の理由により、本プランが、上記Ⅰの基本方針に沿うも

のであり、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また当社役員の地位の

維持を目的とするものでもないと考えております。

１．買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること

本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価

値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める

三原則（「企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則」、「事前開示・株主意思

の原則」、「必要性・相当性確保の原則」）を完全に充足しており、また、株式会社

東京証券取引所の定める買収防衛策の導入に係る諸規則の趣旨に合致したもので

す。

なお、本プランは、平成20年６月30日に公表された、経済産業省に設置された

企業価値研究会の報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」

の内容も勘案しております。

２．企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益の確保または向上を目的

として導入されていること

本プランは、上記Ⅲに記載のとおり、当社株券等に対する大量買付行為がなさ

れた際に、当該大量買付行為に関する提案に応じるべきか否かを株主の皆様にご

判断いただき、また当社取締役会が株主の皆様のために代替案を提示し、大量買

付者と交渉を行うこと等を可能とするために必要な情報や時間を確保することに

より、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を確保または向

上することを目的として導入されるものです。

３．株主意思を重視するものであること

本プランは、導入に当たり株主の皆様の意思を適切に反映させる機会を確保す

るため、本定時株主総会において株主の皆様からご承認をいただくことを条件と

して導入されます。上記Ⅲ２．（２）に記載のとおり、本定時株主総会において本

議案をお諮りし、本議案が承認されない場合、本プランは導入されません。さら

に、本プランの有効期間の満了前であっても、当社株主総会において本プランを

廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることと

なり、その意味で、本プランの導入だけでなく存続についても、株主の皆様のご

意向が反映されることとなっております。
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また、本プランは、本プランに基づく対抗措置の発動または不発動の判断を株

主の皆様が取締役会に委ねる前提として、当該対抗措置の発動条件を個別の場合

に応じて具体的に設定し、株主の皆様に示すものです。加えて、上記Ⅲ ２.（３）

⑥ⅲ記載のとおり、当社取締役会は、本プランに従った対抗措置の発動に関する

決議に際して、独立委員会に対する諮問に加え、株主の皆様の意思を直接確認す

ることが実務上適切と判断するときは、株主総会を開催し、株主の皆様の意思を

確認することとしております。したがって、当該発動条件に従った対抗措置の発

動は、株主の皆様のご意向が反映されたものとなります。

４．独立性の高い社外者の判断を重視していること

当社は、上記Ⅲ２．（３）④に記載のとおり、本プランの導入に当たり、当社取

締役会の判断の合理性および公正性を担保するために、取締役会から独立した機

関として、独立委員会を設置しています。

このように、当社取締役会が独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで決定を

行うことにより、当社取締役会が恣意的に本プランに基づく対抗措置の発動を行

うことを防ぐとともに、同委員会の判断の概要については、適時かつ適切に株主

の皆様に情報開示を行うこととされており、当社の企業価値および会社の利益ひ

いては株主共同の利益に適うように本プランの運営が行われる仕組みが確保され

ております。

５．合理的な客観的要件を設定していること

本プランは、上記Ⅲ２．（３）に記載のとおり、あらかじめ定められた合理的な

客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役

会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

６．独立した地位にある第三者専門家の助言を取得できること

本プランは、上記Ⅲ２．（３）③および⑤に記載のとおり、大量買付者が出現し

た場合、取締役会および独立委員会が、当社の費用で、当社から独立した地位に

ある第三者（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公

認会計士その他の専門家を含みます。）の助言を得ることができることとされてい

ます。これにより、取締役会および独立委員会による判断の公正性および合理性

がより強く担保される仕組みが確保されています。

７．デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

上記Ⅲ２．（５）に記載のとおり、本プランは、当社の株主総会で選任された取

締役で構成される取締役会の決議によりいつでも廃止できることとされており、

取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお発動を阻止できない、いわゆるデ
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ッドハンド型買収防衛策ではありません。

また、当社は期差任期制度を採用していないため、本プランは、取締役会の構

成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要

する、いわゆるスローハンド型買収防衛策でもありません。
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（別紙１）

独立委員会委員の氏名および略歴

本プラン導入当初の独立委員会の委員は、以下の３名を予定しております。

七松 優（ななまつ まさる）

略歴：昭和32年２月23日生

　 昭和55年４月 監査法人中央会計事務所入所

　 昭和57年７月 公認会計士税理士中島和明事務所

　 昭和58年８月 公認会計士登録

　 昭和59年１月 税理士登録

　 昭和60年９月 向山公認会計士事務所入所

　 平成２年６月 当社監査役に就任（現任）

　 平成４年７月 七松公認会計士税理士事務所所長に就任（現任）

なお、七松優氏は社外監査役であり、当社と特別の関係はありません。
　

浅尾 慶一郎（あさお けいいちろう）

略歴：昭和39年２月11日生

　 昭和62年４月 株式会社日本興業銀行（現株式会社みずほ銀行）入行

　 平成10年７月 参議院議員

　 平成14年６月 当社監査役に就任（現任）

　 平成21年８月 衆議院議員

なお、浅尾慶一郎氏は社外監査役であり、当社と特別の関係はありません。

福井 誠久（ふくい しげひさ）

略歴：昭和23年９月17日生

　 昭和46年４月 株式会社日本興業銀行（現株式会社みずほ銀行）入行

　 平成10年10月 興銀オフィスサービス株式会社代表取締役

　 平成14年４月 みずほゼネラルサービス株式会社専務取締役

　 平成18年６月 興銀リース株式会社常勤監査役

　 平成22年６月 第一リース株式会社常勤監査役（社外）

　 平成24年６月 IBJL東芝リース株式会社常勤監査役(社外)

　 平成26年６月 協同油脂株式会社社外監査役（平成29年６月退任）

なお、福井誠久氏は、当社と特別の関係はありません。
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（別紙２）

独立委員会規則の概要

第１条 当社は、当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策、以下「本プ

ラン」という。）の導入・更新に伴い、独立委員会を設置する。独立委員会

は、取締役会の諮問により、本プランに基づく対抗措置の発動または不発動

に関する勧告を行い、取締役会の判断の公正性および中立性の確保に資する

ことを目的とする。

第２条 独立委員会の委員は、３名とし、以下の条件を満たした者の中から選任す

る。選任された委員は、就任に当たり原則として当社に対する善管注意義務

条項等を含む契約を当社との間で締結する。

① 現在または過去において当社、当社の子会社または関連会社（以下併せ

て「当社等」という。）の取締役（社外取締役は除く。以下同じ。）また

は監査役（社外監査役は除く。以下同じ。）等となったことがない者

② 現在または過去における当社等の取締役または監査役等の一定範囲の親

族でない者

③ 当社等と現に取引のある金融機関において、過去３年間取締役または監

査役等となったことがない者

④ 当社等との間で一定程度以上の取引がある取引先において、過去３年間

取締役または監査役等でない者

⑤ 当社等との取引先ではなく、当社等との間に特別の利害関係のない者

⑥ 企業経営に関する一定以上の経験者、専門家、有識者等（実績ある会社

経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士、会社法等を

主たる研究対象とする研究者またはこれらに準ずる者）

２ 委員の選任および解任は、取締役会の決議により行う。ただし、委員の解

任を決議する場合、出席取締役の３分の２以上の賛成によるものとする。

３ 委員の任期は、第１項第２文に定める契約に別段の定めがない限り、平成

30年３月期に関する定時株主総会の終結の時（ただし、本プランの期間中に

選任された委員については、選任の時）から、同定時株主総会の終結の時か

ら３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終

結の時までとする。

― 50 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年06月14日 14時33分 $FOLDER; 50ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



第３条 独立委員会は、原則として以下の各号に記載される事項について審議・決

議し、その決議の内容を、その理由を付して取締役会に勧告する。取締役会

は、独立委員会の勧告を最大限尊重しなければならない。

① 大量買付者が本プランに定める手続を遵守しているか否か

② 買付提案の内容が当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の

利益を著しく害するか否かの決定ならびに対抗措置の発動または不発動

③ 対抗措置の中止

④ ①ないし③のほか、本プランにおいて独立委員会が権限を与えられた事

項

⑤ 本プランに関して取締役会が独立委員会に諮問した事項

⑥ 取締役会が、別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項

第４条 独立委員会の決議は、原則として委員全員が出席し、その過半数をもって

これを行う。ただし、委員のいずれかに事故があるときその他特段の事由が

あるときは、当該委員を除いた委員全員が出席し、その過半数をもってこれ

を行う。

第５条 独立委員会は、当社の費用で、当社から独立した地位にある第三者（投資

銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士その

他の専門家を含む。）の助言を得ることができる。

第６条 取締役会は、その決議により、独立委員会を招集することができる。

第７条 取締役会は、独立委員会が審議を行うに当たって必要であると認める場合

には、取締役１名を独立委員会に出席させ、必要な事項に関する説明を行う

機会を与えるよう独立委員会に求めることができる。

第８条 独立委員会は、取締役会の要請に応じ、勧告を行う理由およびその根拠を

説明しなければならない。
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（別紙３）

新株予約権の要項

1．割当対象株主

本要項記載の新株予約権の無償割当てを決議する当社取締役会（以下「本新株予約

権無償割当て決議」という。）において定める一定の日（以下「割当期日」とい

う。）における最終の株主名簿に記載または記録された株主（ただし、当社を除

く。）に対し、その保有株式１株につき新株予約権１個以上で当社取締役会が定め

る数の割合で、新株予約権を割り当てる。

2．発行する新株予約権の総数

割当期日の最終の当社普通株式の発行済株式総数（当社の保有する当社普通株式の

数を控除する。）と同数以上で当社取締役会が定める数とする。

3．新株予約権の無償割当ての効力発生日

本新株予約権無償割当て決議において定める日とする。

4．新株予約権の目的である株式の種類および数

① 新株予約権の目的である株式の種類

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とする。

② 新株予約権の目的である株式の数

新株予約権１個の目的である株式の数（以下「対象株式数」という。）は、１

株以下で当社取締役会が定める数とする。

ただし、第５項により、対象株式数が調整される場合には、新株予約権の目的

である株式の総数は調整後対象株式数に応じて調整される。

5．新株予約権の目的である株式の数の調整

① 当社が、割当期日後、当社株式の分割もしくは併合または合併もしくは会社分

割等を行う場合、それらの条件等を勘案し、適宜対象株式数の調整を行うもの

とする。

② 対象株式数の調整を行うときは、当社は、あらかじめその旨およびその事由、

調整前の対象株式数、調整後の対象株式数およびその適用の日その他必要な事

項を各新株予約権者に書面により通知または定款に定める方法により公告す

る。ただし、適用の日の前日までに上記の通知または公告を行うことができな

いときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

6．新株予約権の払込金額

無償とする。
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7．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権１個の行使に際して出資される財産（金銭とする。）の価額（以下「行

使価額」という。）は、１円とする。

8．新株予約権の行使期間

本新株予約権無償割当て決議において定める日を初日（以下「行使期間開始日」と

いう。）とし、本新株予約権無償割当て決議において定める期間とする。ただし、

第10項に基づき当社が新株予約権を取得する場合には、当社が当該取得を通知また

は公告した日から当該取得日までの期間、新株予約権を行使することはできない。

行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその翌銀行営業日を最終日とする。

9．新株予約権の行使の条件

① 本要項において、次の語句は、別段の定めのない限り以下に定める意味を有す

るものとする。

a. 「特定株式保有者」とは、当社の株券等の買付けその他の有償の譲受けまた

はこれらに類似する行為の結果、

Ⅰ 当社の株券等の保有者が保有する当社の株券等に係る株券等保有割合

の合計

Ⅱ 当社の株券等の買付けその他の有償の譲受けまたはこれらに類似する

行為を行う者が所有しまたは所有することとなる当社の株券等お

よびその者の特別関係者が所有する当社の株券等に係る株券等所

有割合の合計

のいずれかが、20％以上となる者をいう。

b. a.Ⅰにおいて「株券等」とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する

株券等をいう。以下別段の定めがない限り同じ。a.Ⅱにおいて「株券等」と

は、金融商品取引法第27条の２第１項に規定する株券等をいう。

c. 「保有者」とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、

同条第３項に基づき保有者とみなされる者を含む。

d. 「保有」とは、金融商品取引法第27条の23第４項に規定する保有をいう。

e. 「株券等保有割合」とは、金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券

等保有割合をいう。

f. 「所有」とは、金融商品取引法第27条の２第１項に規定する所有をいう。

g. 「特別関係者」とは、金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係

者をいう。ただし、同項第１号に掲げる者については、発行者以外の者によ

る株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除

く。

h. 「株券等所有割合」とは、金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券
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等所有割合をいう。

② 以下に定める者は新株予約権を行使することができない。

特定株式保有者、その共同保有者（金融商品取引法第27条の23第５項に規定す

る共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含

む。）、もしくはその特別関係者またはこれらの者が実質的に支配し、これらの

者に実質的に支配されもしくはこれらの者が共同して支配し、これらの者と共

同して行動する者と当社取締役会が判断した者（ただし、その者が当社の株券

等を取得または保有することが当社の企業価値および会社の利益ひいては株主

共同の利益を著しく害さないと当社取締役会が認めた者は、これに該当しない

こととする。）

③ 上記②の規定に従い、新株予約権者が新株予約権を行使することができない場

合であっても、当社は、当該新株予約権者に対して、損害賠償責任その他の一

切の責任を負わないものとする。

④ 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

10．当社による新株予約権の取得

① 当社は、新株予約権の無償割当ての効力発生日（ただし、当社取締役会がこれ

に代わる日を定めたときは当該日）の翌日以降行使期間開始日の前日までの間

いつでも、新株予約権を取得することが適切であると当社取締役会が判断する

場合には、当社取締役会が定める日をもって、無償で新株予約権全部を取得す

ることができる。

② 当社は、第８項の新株予約権の行使期間が終了する時までの間で当社取締役会

が定める日において、新株予約権１個につき対象株式数の当社普通株式と引換

えに、第９項に従い新株予約権を行使することができる者の新株予約権を取得

することができる。

11．新株予約権の行使または当社による取得により新たに当社株式を取得した場合の

当該株主の株主総会における議決権行使

当社が定める基準日後に、新株予約権の行使または当社による新株予約権の取得

によって、新たに当社株式を取得した場合の当該株主は、株主総会において議決

権を行使できるものとする。

12．新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡により取得するには当社取締役会の承認を要するものとする。

13．合併、会社分割、株式交換または株式移転の場合における新株予約権の交付およ

びその条件
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本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が決定する。

14．新株予約権証券の不発行

新株予約権証券は、発行しない。

15．新株予約権の行使により新株を発行する場合における増加する資本金および資本

準備金

新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合における増加する資本金お

よび資本準備金の額は、本新株予約権無償割当て決議において定める額とする。

16．新株予約権の行使請求および払込みの方法

新株予約権を行使しようとするときは、所定の行使請求書（行使に係る新株予約

権の内容および数、新株予約権を行使する日、当社株式の記録を行うための振替

口座（特別口座を除く。）等の必要事項ならびに株主自身が新株予約権の行使条件

を充足すること等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当

社所定の書式によるものとする。）に必要事項を記載してこれに記名捺印したう

え、必要に応じて別に定める新株予約権の行使に要する書類ならびに会社法、金

融商品取引法およびその関連法規（日本証券業協会および本邦金融商品取引所の

定める規則等を含む。）上その時々において要求されるその他の書類（以下「添付

書類」という。）を第８項に定める期間中に払込取扱場所に提出し、かつ、当該行

使に係る新株予約権の行使価額全額に相当する金銭を払込取扱場所に払い込むこ

とにより行われるものとする。

17．新株予約権行使の効力発生時期等

新株予約権の行使の効力は、第16項の行使請求書および添付書類が払込取扱場所

に到達し、かつ行使に係る新株予約権の行使価額全額に相当する金銭が払込取扱

場所に入金された時に生じるものとする。

18．法令の改正等

新株予約権の無償割当て後、法令の制定、改正または廃止により、本要項の条項

に修正を加える必要が生じた場合においては、当該制定、改正または廃止の趣旨

および文言を勘案のうえ、本要項の条項を合理的に読み替えるものとする。

　 以上
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株主総会による決議 

（ご参考） 

当社株券等の大量買付行為開始時のフローチャート

当社取締役会による追加情報
提供の請求

大量買付者による買付提案書の提出

（手続が遵守された場合） （手続が遵守されない場合）

当社の株券等に対する大量買付行為について、 
当社が公表した買収防衛策に定められた手続の遵守を要請

記載内容が不十分

取締役会による決議（独立委員会の勧告を最大限尊重）

大量買付者による手続不遵守
を確認

対抗措置発動せず 対抗措置発動

（新株予約権の無償割当て等）

記載内容が十分

諮問

勧告

対抗措置
発動不承認

対抗措置
発動承認

独立委員会の検討手続 

・外部専門家等からの助言の取得 

・取締役会に対して対抗措置の発
動の是非について勧告

・当社取締役会による必要情報受領の確認 

・大量買付者に検討開始を通知 

当社取締役会の検討手続

（当社の企業価値および会社の利益

ひいては株主共同の利益を著しく毀

損するか） 

・情報収集、代替案の検討

・大量買付者との協議・交渉

・外部専門家等からの助言の取得

・株主の皆様の意思を直接確認す

ることが実務上適切か否かの検討 

企業価値および会社の
利益ひいては株主共同
の利益を著しく毀損する
場合でない

企業価値および会社の
利益ひいては株主共同
の利益を著しく毀損す
る

本プランに定める手続を遵守しない大
量買付行為であると認められる場合

独立委員会が発動を勧告 

取締役会評価期間 

60日以内または90日
以内(30日延長可) 

株主の皆様の意思を直
接確認することが実務
上適切 

（注）　本フローチャートは、本プランの手続の概要を記載したものです。詳細につきましては本文をご参照く
　　　　ださい。 
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　第４号議案　取締役４名選任の件

　取締役４名は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。

経営監督を強化するための社外取締役の候補者の選定には企業経営への理解に

加えて、当社が属するリユース事業に関する知見と、当社経営者からの独立性を

有する必要があります。これらの要件を満たす方の選定にはいたっておりません。

適任者でない方を社外取締役として選任した場合、当社経営の機動性を害する

ばかりか取締役会に期待される機能が果たされない可能性があり、相当でないた

め本総会においては社外取締役選任議案を上程いたしません。

　 取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

１
清 水 一 郷

(昭和23年11月25日)

昭和46年４月 松下電器産業株式会社入社

(現パナソニック株式会社）

749,644株

昭和53年９月 株式会社電化センターシミズ（現

株式会社ワットマン）を設立、取

締役に就任

昭和58年４月 当社専務取締役

平成元年４月 当社代表取締役社長

(現在に至る)

２
川 畑 泰 史

(昭和53年5月7日)

平成14年３月 東京大学工学部卒業

1,000,000株

平成17年３月 東京大学大学院環境学専攻 修士

課程修了

平成17年６月

平成25年９月

平成26年６月

平成28年４月

平成29年６月

アクセンチュア株式会社入社

同社経営コンサルティング本部シ

ニアマネージャー

当社取締役

当社取締役経営戦略室長兼管理本

部本部長

当社取締役副社長（現在に至る）
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候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

３
小 松 創

(昭和45年12月30日)

平成10年10月 株式会社ゼロエミッション入社

－株

平成13年４月 同社執行役員 企業戦略ゼネラル

マネージャー

平成20年４月

平成21年12月

株式会社ムラウチ電気入社 上席

執行役員

株式会社大宮電化入社 代表取締

役社長付

平成23年７月 当社入社 営業企画グループ長

平成25年６月 当社取締役リユース事業本部長

平成26年６月

平成28年４月

当社常務取締役リユース事業本部

長

当社常務取締役営業本部本部長

(現在に至る)

４
清 水 とも子

(昭和25年８月６日)

平成３年７月 株式会社清水合業社監査役

407,456株

平成12年10月 株式会社清水合業社の株式会社ワ

ットマンとの合併による解散のた

め退任

平成18年６月 当社取締役

(現在に至る)

　(注) 各取締役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

なお、会社法施行規則第74条に定める、取締役の選任に関する議案に記載すべき事項につき

ましては、上記の他に特記すべき事項はありません。
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　第５号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令の定める監査役の員数を欠くことになる場合に備えるため、補欠監査役１

名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、選任の効力は就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議に

よりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。

本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。

　 補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名

(生年月日)
略歴、地位及び重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

木 村 文 夫

(昭和24年１月１日)

昭和47年４月 極東マック・グレゴー株式会社入社

5,000株

昭和49年４月 佐藤労務管理事務所入所

昭和50年４月 木村社会保険労務事務所開設、所長に就任

（現任）

昭和52年７月 日本電子エンジニアリング株式会社取締役

に就任（現任）

　(注) 1. 木村文夫氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

　 2. 上記同氏は、社会保険労務士として当社と顧問契約を締結しております。

3. 補欠の社外監査役候補者の選任理由、社外監査役としての独立性及び社外監査役との責任

限定契約について

　 (1) 補欠の社外監査役候補者の選任理由及び独立性について

①木村文夫氏につきましては、社会保険労務士としての長年の経験と人事・総務関係の専門

的な知識等を監査役に就任された場合に当社の監査体制に、活かしていただくため、社外

監査役として選任をお願いするものであります。

②木村文夫氏は当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定は

なく、また過去２年間に受けていたこともありません。

　 (2) 社外監査役との責任限定契約について

①当社は社外監査役として有能な人材を迎えることができるよう、社外監査役との間で、当

社への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款で定めております。

補欠の社外監査役候補者木村文夫氏は、就任時に当該責任限定契約を締結する予定であり

ます。

　 その契約内容の概要は次のとおりであります。

・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第

427条第1項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、社外監査役がその責任の原因となった職務の遂行に

ついて善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

　なお、会社法施行規則第76条に定める、監査役の選任に関する議案に記載すべき事項につきま

しては、上記の他に特記すべき事項はありません。

以 上
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